
事 務 連 絡  

令和３年１月27日  

 

 

  都道府県 

各 指定都市 社会福祉法人担当課（室）御中  

  中 核 市 

 

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課  

 

 

評議員の改選（評議員選任・解任委員会の開催時期の取扱い等） 

に係る留意事項について 

 

 

平素より、社会福祉法人制度の適正な運営につき、格別の御配慮を賜り、誠に感

謝申し上げます。 

令和３年度は、多くの社会福祉法人において、平成28年の社会福祉法人制度改革

以降初めて評議員の一斉改選が行われることになりますが、別紙のとおり、その取扱

いに係る留意事項を取りまとめましたので、貴管内における社会福祉法人に対し、適

切な指導をお願いいたします。 

また、都道府県におかれましては、貴管内の市（指定都市、中核市を除き、特別

区を含む）に対して周知いただきますようお願いいたします。 

 

 

 

 

  

（照会先）  

厚生労働省 社会･援護局  

福祉基盤課 法人指導監査係  

TEL:03-5253-1111（代表）内線 2871 
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（別紙） 

 

 

評議員の改選（評議員選任・解任委員会の開催時期の取扱い等） 

に係る留意事項について 

 

 

１．基本的な考え方 

 

（１）評議員の選任に当たっては、社会福祉法人定款例等に定めるとおり、評議員選

任・解任委員会において議決を行うことが一般的とされていることから、以下、

評議員選任・解任委員会を開催する方法により、評議員の改選を行う場合の留意

事項についてお示しをするものであること。 

（２）社会福祉法第 41条第１項の規定により、評議員の任期満了日は「選任後４年以

内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで」

であること。 

（３）（２）の任期満了日の算定に当たっては、評議員選任・解任委員会の議決のあっ

た日を起算点とすること。 

（４）（３）に関わらず、法人と評議員の委任関係については、評議員の就任承諾をも

って開始されるものであること。 

（５）このため、定時評議員会と同日のうちに、評議員選任・解任委員会を開催し、

新評議員選任の議決を行い、かつ新評議員が同日付で、就任承諾を行う場合には、

新旧評議員が切れ目なく選任されるものであること。 

（６）ただし、定時評議員会と同日のうちに、評議員選任・解任委員会を開催し、新

評議員選任の議決を行うことが困難な場合には、次のような取扱いが考えられ、

法人の実情に応じていずれを選択することも可能であること。 

① 定時評議員会よりも前の日に評議員選任・解任委員会を開催し、新評議員選

任を議決 

② 定時評議員会よりも後の日に評議員選任・解任委員会を開催し、新評議員選

任を議決 



 

2 

 

２．定時評議員会よりも前の日に評議員選任・解任委員会を開催する場合の留意事項 

 

【定時評議員会よりも「前」の日に評議員選任・解任委員会を開催する場合のイメージ】 

 

 

（１）定時評議員会よりも前の日に評議員選任・解任委員会を開催し、新評議員選任

の議決を行う場合、新評議員の任期については、当該議決のあった日を起算点と

して任期満了日を算定する一方、法人と新評議員との委任関係の始期となるその

就任承諾のあった日から開始されるものであること。 

（２）新評議員を切れ目なく選任する観点から、その就任承諾書等の日付けは、当該

定時評議員会の日とすることが望ましいが、やむを得ずこれが定時評議員会より

も後の日となる場合は、３のとおり取り扱うこと。 

（３）なお、３月中に評議員選任・解任委員会を開催し、新評議員選任の議決を行っ

た場合には、定時評議員会の前年度から任期を起算することとなり、通常よりも

任期が１年短くなってしまうことに留意のこと。 

 

 

３．定時評議員会よりも後の日に評議員選任・解任委員会を開催する場合の留意事項 

 

【定時評議員会よりも「後」の日に評議員選任・解任委員会を開催する場合のイメージ】 
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（１）定時評議員会よりも後の日に評議員選任・解任委員会を開催し、新評議員選任

の議決を行う場合、定時評議員会終了から新評議員が就任するまでの期間につい

ては、社会福祉法第 42条第１項の規定により、「評議員の員数が欠けた場合には、

任期の満了又は辞任により退任した評議員は、新たに選任された評議員が就任す

るまで、なお評議員としての権利義務を有する」とされていることから、当該期

間は、旧評議員が暫定的に職務を担うものであること。 

（２）ただし、長期間、旧評議員に法人運営に係る責任を負わせることは適当ではな

いことから、定時評議員会終了後、速やかに評議員選任・解任委員会を開催し、

新評議員選任の議決を行うとともに、その就任承諾を得ること。 


